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1  業務名 

吹田市介護保険認定調査等業務 
 

2  契約期間等 

(1) 契約期間  

契約締結の日から令和 11年（2029 年）3月 31 日まで 

(2) 委託業務の準備期間  

契約時から令和 8年（2026 年）3月 31 日まで 

(3) 委託業務の実施期間  

令和 8年（2026 年）4月 1日から令和 11 年（2029 年）3月 31 日まで 

(4) 契約形態 

委託契約 

 

3  業務日時 

(1) 業務日  

毎週月曜日から金曜日までとする。ただし、国民の祝日に関する法律（昭和23年法律第

178号）に定める休日及び年末年始（12月29日から翌年1月3日まで。）を除く。  

(2) 業務時間  

原則として、午前 9時 00分から午後 5時 30 分までとする。ただし、調査対象者等の利

便性を考慮して、この時間を超えて業務を行うことは差し支えない。 
 

4  スケジュール概要 

本業務のスケジュールは以下に示すとおりである。契約締結手続き完了後、業務実施開

始までの期間を委託業務の準備期間とする。この間、遅滞なく業務を開始できるように、

業務実施体制を構築すること。 

 

＜主なスケジュール概要＞ 
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5  指定市町村事務受託法人の指定 

本業務の委託契約にあたり、介護保険法（平成 9年 12 月 17 日法律第 123 号）第 24条の

2第1項第2号で規定する要介護認定調査業務に係る指定市町村事務受託法人の指定を受け

ていない受託候補者については、令和 7 年（2025 年）12 月 31 日までに大阪府知事の指定

を受けることを要件とし、指定後に契約を締結するものとする。 

選定された受託者が、何らかの事由により事務受託法人の指定を受けることができなか

った場合、事務の準備のために支出した費用について本市は一切補償しない。また、この

場合に本市に損害が生じた場合は、受託者が当該損害を賠償するものとする。 
 

6  調査委託件数 

令和 8年度(2026 年度)  5,940 件/年 

令和 9年度(2027 年度)  5,940 件/年 

令和 10 年度(2028 年度) 5,940 件/年 
 

7  業務内容 

受託者が行うべき業務の範囲は以下に示すとおりである。 

 

(1) 委託業務の準備 
ア 業務実施体制の構築 

人的労働力の不足や未知のリスクが発生しても、本業務を滞りなく効率的に履行で

きる体制を構築すること。 

イ 業務実施に向けた実施計画書の作成 

受託者は、認定調査委託業務の準備期間に実施する認定調査委託業務の開始(令和 8

年（2026 年）4 月 1 日)に向けた実施計画書を作成すること。実施計画書の中で、実

施に向けたスケジュールがわかる資料を作成すること。 

ウ 「業務マニュアル等」の作成 

受託者は、当業務を円滑、適切に実施するため、業務実施状況の管理、監督体制や

問題発生時の業務ルール、体制などを踏まえた業務マニュアル及び適切な回答を行う

ために FAQ などの回答マニュアルを作成すること。 

 

(2) 委託業務の実施 

本業務の詳細な委託範囲は、委託業務の準備期間で作成した「業務マニュアル等」に基

づき、受託者の提案をもとに本市と協議のうえ決定するものとする。 

委託する具体的な業務内容は次のとおりである。 

ア 調査依頼の受理 

調査を実施するにあたり、本市から調査に必要な申請書を受理すること。 

イ 日程調整 

調査に係る日程調整を行うこと。調査実施場所は、調査対象者の日頃の状況を把握で

きる場所（入院等の場合は病院等）とし、立会い可能な者がいる場合は、立会者と日程

調整を行うこと。 

ウ 調査の実施 

調査員は、厚生労働省規定による「認定調査員テキスト 2009 改訂版（令和 3年 4 月

改定）」に従い、調査対象者等から日頃の状況について、面接により調査を行う。 

調査の内容については、「認定調査票記入の手引き」（平成 21年 9月 30 日老老発 0930

第 2 号厚生労働省老健局老人保健課長通知）に基づき、調査内容を記録すること。 
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エ 調査結果データの作成・提出  

調査後、「認定調査員テキスト 2009 改訂版（令和 3年 4月改定）」に従い、本市が指

定する調査項目データを作成し、調査依頼申請書受理から 10 日以内に本市に提出する

こと。 

オ 調査結果データの点検 

作成した調査結果データが「認定調査員テキスト 2009 改訂版（令和 3年 4月改定）」

に従い作成されているか、漏れや不整合等がないか、調査担当者以外が点検作業を行っ

たうえで提出すること。 

カ 進捗状況の管理・報告 

管理者は、調査依頼申請書受理から 10 日以内に本市に提出できるよう受託業務の進

捗管理を行うこと。遅延の恐れがある場合は、本市に連絡し対応を相談すること。 

キ 照会に対する対応 

認定結果データについては点検が行われたうえで提出されるが、内容に疑義が生じた

場合等、本市から調査の内容に対する照会が発生する場合があるので、速やかに対応す

ること。 

ク 調査の中止 

要介護・要支援認定申請者又は調査対象者等から申請の取下げがある場合等、以後の

調査業務を中止すべき事情がある時には、本市から受託者に連絡を行う。また、日程調

整等の連絡の際に要介護・要支援認定申請者等から申請の取下げの意向が確認された際

には、速やかに市に連絡すること。 

ケ 居宅サービス等の被保険者数の報告等 

介護保険法第 8 条に規定する居宅サービス等を提供している受託者は、年度ごとに、

受託者が行う調査を受けた被保険者のうち、受託者が提供する居宅サービス等を利用し

た被保険者の数を、本市が別途指定する方法により市へ報告すること。 

コ 記録 

受託者は、指定市町村事務受託法人として、介護保険法施行規則（平成 11 年厚生省

令第 36 号）第 34 条の 13の規定に基づき、記録の整備、保管を行うこと。 

サ 相談・支援 

認定調査の際に、対象者から高齢者福祉や介護保険制度に関する様々な相談を受ける

ことが想定される。受託者は、対象者等の希望に応じた関係資料の提供を行うとともに、

関係者との調整等、必要な支援を実施すること。 

シ 認定調査に係る研修の実施 

年１回以上、認定調査委託事業者認定調査員及び直営調査員向けの認定調査に係る研

修を行うこと。研修資料は吹田市に提出すること。実施時期や実施場所などは本市と相

談のうえ決定する。 

 

(3) 業務実施計画書の作成、月次報告 

受託者は、本市と協議のうえ、業務実施計画書を提出すること。様式は、受託者の提案

により本市と協議のうえ別に定めることとする。 

また、受託者は、各月当初に前月の月次報告書を作成し本市に報告しなければならない。

不適切な業務処理が認められる場合、本市は受託者に対して是正を指示できる。 

 

8  本業務以外の関係事業者との協力 

添付資料「吹田市介護保険事務委託方針（運用編）2．0 版」にあるように、本業務は、

本市と受託者のほか関係事業者が多く、それぞれの進捗状況や課題を共有し協力を行いな

がら業務を進めるという特性をもつ。そのため、各関係事業者の全体定例会議に参加し、

適宜情報連携を行うこと。 
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(1) 事務委託事業者との協力 
本市は本業務とは別に介護保険事務全般の事務委託を実施している。事務委託事業者

は、本市の介護保険業務の運用において、リーダー的役割を担う予定である。本業務受

託者においても、事務委託事業者と積極的に協力関係を築き、円滑に業務が行えるよう

にすること。 

 

(2) KGI（key goal indicator、重要目標達成指標 )及び KPI（key performance indicator、

重要業績評価指標）の設定 
吹田市介護保険業務全体に対して KGI 及び KPI を定める。介護保険業務に係る KGI は、

要介護・要支援認定申請から決定までの所要日数を 30 日以内とするものである。そのた

め、認定調査等業務に係る KPI として、申請書受理から提出までの期間短縮を目標として

いる。受注者は KGI 及び KPI の達成に向けて本市や関係事業者と協力及び努力する義務を

負うことに留意すること。なお、これらの目標は定期的に見直しを行い、必要に応じて修

正する。 

 

9  実施体制等 

受託者は、本業務を遂行するにあたり、業務実施計画書の作成や管理者及び調査員を設

置すること。また、業務量の変動に応じ、必要な業務従事者を適正数配置し、適切な役割

分担のもと効率的かつ効果的な運営が可能な体制を整備すること。具体的な実施体制につ

いては、受託者の提案をもとに本市と協議のうえ決定するものとする。 
 
(1) 業務実施計画書 

受託者は、本仕様書及び本市が提供する資料等に基づき、本業務の内容を把握し、運営

に必要な業務実施計画書を作成して本市に提出すること。また業務実施計画書には、以下

の事項を記載すること。 

(ア)業務従事者の業務分担 

(イ)業務従事者の研修計画 

(ウ)欠員の場合の補充体制 

なお、法改正や組織変更等により業務内容の変更があった場合は、本市と協議のうえ、

内容の修正を行うこと。 

(2) 管理者 

受託業務の責任者として、以下の要件を満たす者を常勤かつ専従で 1名、受託者の事務

所に常駐させ、業務に支障がないよう密に連絡を取り合うこと。また、管理者が不在とな

る場合（休暇・休憩時など）にその職務を代行する副管理者を選任し配置すること。なお、

選任した管理者及び副管理者については、速やかに書面をもって本市に報告すること。 

ア 介護支援専門員の資格(介護保険法施行規則第 113 条の 2 第 1号又は第 2号に規定

される者であって、介護に係る実務の経験が 5年以上である者)を有すること。 

イ 高齢者福祉に関する業務に 3 年以上従事した経験を持ち、かつ、管理・監督的な

立場として携わった経験を有すること。 

(3) 調査員 

委託件数を遅滞なく実施する上で必要な数以上の介護支援専門員等を確保すること。 

(4) 調査実施に当たっての要件 

調査を行う管理者及び調査員は、履行開始日までに調査員研修を修了していること。 

(5) 事務所の設置場所 

事務所は本市までの移動時間が 1時間以内かつ大阪府内に設置すること。 

(6) 設備 
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受託者は、調査対象者等との日程調整や本市との連絡調整のために必要な設備を備える

こと。 

(7) 管理者及び調査員に対する教育研修 

受託者は、本業務の円滑な履行を図るため、業務に従事する前に管理者及び調査員に対

して、次に示す知識を習得するために必要な研修及び訓練を実施すること。 

ア 業務知識の習得業務を円滑に運用するため、管理者及び調査員は基本的な認定調査

業務に関する知識及び業務に必要となる高齢者福祉に関連する知識を十分に習得

しておくこと。 

イ 業務技能の習得迅速な対応が行えるよう、管理者及び調査員は、機器類及びシステ

ム操作方法(業務マニュアルの理解を含む)などの技能を十分に習得しておくこと。 

ウ 個人情報の保護及び情報セキュリティに対する意識の向上 

(ア)管理者及び調査員は、個人情報の保護及び情報セキュリティに関して従事者が

遵守すべき事項、本契約業務の適切な履行のために必要な事項及び以下の関連

法令等を習得しておくこと 

(イ)個人情報の保護に関する法律（平成 15年法律第 57 号） 

(ウ)行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律（平

成 25年法律第 27 号） 

(エ)特定個人情報の適正な取扱いに関するガイドライン（行政機関等・地方公共団

体等編）（平成 26年 12 月 18 日特定個人情報保護委員会公布） 

(オ)吹田市個人情報の保護に関する法律施行条例 

(カ)吹田市情報セキュリティポリシー 

エ 業務への心構え 

管理者及び調査員は、職務の重要性を重視し、吹田市職員に準ずる心構えで対応す

ることとし、特に言葉遣いは高齢者の特性に配慮して親切・丁寧に行うこと。 

上記、ア～エについて、研修及び訓練を年度ごとに 1回以上実施し、完了している旨を

研修及び訓練完了報告書として本市に提出すること。 

 

10  認定訪問調査用タブレット 

受託者は、本業務を遂行するにあたり、認定訪問調査用タブレット端末及びタブレット

端末で動作する認定訪問調査用システムを受託者の責任及び費用負担で準備すること。ま

た、受託者は、本市の直営調査員にも、上記と同様の認定訪問調査用タブレット端末を調

査で利用できるよう準備・貸与し、操作方法等についてマニュアル作成のうえ研修を行う

こと。 

本市の直営調査員の認定訪問調査用タブレット端末は、契約期間満了後に受託者に返却

を行う。本市の直営調査員が利用する端末は 22台を予定するが、契約後に調整を行うこと

とする。 

 

(1) 調査依頼申請書・調査結果データの受渡し 

調査依頼申請書については、原則として申請書写しをデータ化し、受託者が設置する専

用回線を通じて本市から送信する。調査結果データ（CSV データ）については、同専用回

線を通じて本市の介護保険システムへ取り込むこととする。 

調査結果データの本市の介護保険システムへの取り込みは本市にて実施するが、調査結

果の取込方法の構築においては、介護保険システムの保守事業者と提出するデータ形式に

ついて調整を行う必要があるため、受託者はこれに応じること。 

 

(2) 認定訪問調査用タブレット端末の故障等について 

訪問調査用タブレット端末の故障等に対して、修理および代替機器の調達等の対応を迅
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速に行うこと。本市の直営調査員が使用する訪問調査用タブレット端末の故障等が、本市

の過失の場合に限り、修理にかかる費用等を本市が負担する。 

 

(3) 費用に関して 

調査結果データの受渡しに係る費用(専用回線の設置・本市に設置する調査結果データ

取込用機器の設置・利用料等)及び訪問調査用タブレット端末を利用するための通信費(本

市への貸与分を含む)など、認定訪問調査用タブレットの利用により生じる一切の費用は、

本仕様書に明記されているものを除き、すべて受注者が負担するものとする。 

 

11  留意事項 

(1) 受託者が負担する費用 

受託者は、履行準備に要する一切の費用を負担すること。 

(2) 法令等の遵守 

受託者は、介護保険法ほか関係法令等に基づき適正に業務を遂行すること。 

(3) 公平・中立性の確保 

本業務の実施にあたっては、正当な理由なく特定の事業者・団体・個人を有利に取扱う

ことがないよう十分配慮すること。 

(4) 再委託の禁止 

受託者は、本業務の全部又は一部を第三者に委託してはならない。 

(5) 営利目的行為の禁止 

受託者は、本業務の遂行に当たって、介護保険法第 8条に規定する居宅サービス等の勧

誘や斡旋等を行わないこと。 

(6) 調査員の資質向上 

受託者は、市等が行う調査員研修等に参加するとともに、受託者として主体的に新任・

現任研修を実施するなど調査の精度向上のための体制を構築し、調査の平準化・適正化に

努めること。 

(7) 損害の負担等 

本業務の実施上、受託者の責めに帰すべき事由により第三者に損害を与えた場合は、受

託者の責任において賠償すること。 
 

12  秘密の保持及び個人情報保護(セキュリティ要件) 

以下のセキュリティ対策の安全性の確保について、確認結果を本市に月次報告すること。 

(1) 組織体制に関する要件 

ア 個人情報や企業情報等の情報セキュリティについて、一般財団法人日本情報経済

社会推進協会が付与するプライバシーマーク及び ISO27001(情報セキュリティマ

ネジメントシステム)認証を取得し、情報セキュリティに関する方針に基づく社内

ルールや法令遵守の仕組みを整備し、具体的な対策等を立てたうえで業務実施を

おこなうこと。 

イ 本業務で扱うすべての情報に関して、紛失、改ざん、破壊、漏洩などが行われな

いよう管理を徹底すること。 

ウ 個人情報漏洩発生時や障害発生時の体制及び対応フローについて事前に本市に提

出すること。また、個人情報漏洩発生時や障害発生時には、速やかに本市に報告

し指示を求めること。 

エ 受託者の責に起因した情報漏洩等により、第三者から本市が損害賠償を請求され

たことによる係争費用及び判決により発生した弁償額は受託者が負うものとする。 

オ 情報セキュリティ対策を実施するための体制を整備し、リソース（人材、費用）
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の割り当てを行うこと。 

カ インシデントの発生に備えた証拠情報の収集手順を定めておくこと。 

キ インシデントの発生で業務が中断してしまったときに再開するための計画を予め

定めておくこと。 

(2) 情報資産の分類と管理に関する要件 

ア 本業務で扱うすべての情報に関して、機密性、完全性、可用性の３つの側面から

分析を行い、重要性に応じ分類して適切な管理をおこなうこと。 

イ 管理すべき情報資産は、情報資産管理台帳を作成するなど何処にどのようなもの

があるか明確にすること。 

ウ 秘密情報は業務上必要な範囲でのみ利用すること。 

エ 秘密情報の書類に㊙マークを付ける、データの保存先フォルダを指定するなど識

別が可能な状態で扱うこと。 

オ 秘密情報を社外へ持ち出す時はデータを暗号化する、パスワード保護をかけるな

どの盗難・紛失対策を定めておき、それに基づき業務実施を行うこと。 

カ 秘密情報は施錠保管やアクセス制限をし、持ち出しの記録やアクセスログをとる

など取り扱いに関する手順を定めておき、それに基づき業務実施を行うこと。 

キ 重要なデータのバックアップに関する手順を定め、手順が遵守されていることを

確認すること。 

ク 秘密情報の入ったパソコンや紙を含む記録媒体を処分する場合、ゴミとして処分

する前に、データの完全消去用のツールを用いたり、物理的に破壊したりするこ

とで、データを復元できないようにすることを定めておき、それに基づき実施す

ること。 

ケ 社外で IT機器を使って業務を行う場合のルールを定めておき、それに基づき業務

実施を行うこと。 

コ 業務中に取得した情報については、事実と所感を明確に分けて管理すること。 

(3) 物理的なセキュリティ対策に関する要件 

ア セキュリティ区画に部外者が立ち入れないよう、入退出の手順を明確化し、それ

に基づく入退室管理を徹底すること。 

イ IC カード又は生体認証によるセキュリティ区画への入退室チェックと全入退室記

録（認証ログ）の保管すること。 

ウ データベースシステムのログイン時の ID及びパスワードの管理が実施されている

こと。 

エ 本業務に使用されるサーバー、パソコン等の情報機器については、セキュリティ

に留意し、ウイルスや外部からの攻撃、障害対応、情報漏洩等に関して十分な安

全対策が施されていること。 

オ 本業務に使用される OS、ソフトウェア等は、セキュリティパッチの適用、管理が

なされていること。 

カ 本業務に使用されるサーバー、パソコンにはウイルス対策ソフトを導入すること。 

キ 本業務に使用されるサーバーについては、IP-VPN 等以外の外部接続（インターネ

ット等）への利用制限を行うこと。 

ク 本業務で使用するサーバーは、障害等においても早期復旧を可能とするよう、二

重化などの冗長化構成を施すなど、十分な可用性を保っておくこと。 

ケ サーバールームの常時施錠による入室制限を行うこと。 

コ 外部記録媒体、FAX・プリンタについては利用制限を行うこと。 

サ パソコンには、ワイヤーロックを行い、アクセスログの記録・保管を行うこと。 

シ 業務で利用する機器や書類が誰かに勝手に見たり使ったりされないようにルール

（離席時にパスワード付きのスクリーンセーバーが動作する、施錠できる場所に

保管する、等）を定めておき、それに基づき業務実施を行うこと。 
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ス 業務で利用する IT機器の設定について、不要な機能は無効にする、セキュリティ

を高める機能を有効にするなどの見直しを行うことを定めておき、それに基づき

業務実施を行うこと。 

セ IT 機器の棚卸（実機確認）を行うなど、社内に許可なく設置された無線 LAN など

の機器がないことを確認しておくこと。 

ソ サーバーには十分なディスク容量や処理能力の確保、停電・落雷などからの保護、

ハードディスクの冗長化などの障害対策を行っておくこと。 

タ 業務で利用するすべてのサーバーに対して、脆弱性及びマルウェアからの保護の

ための対策がされていること。 

チ 記憶媒体を内蔵したサーバーなどの機器を処分または再利用する前に、秘密情報

やライセンス供与されたソフトウェアを完全消去用のツールを用いたり、物理的

に破壊したりすることで、復元できないようにすることを定めておき、それに基

づき業務実施を行うこと。 

(4) 人的なセキュリティ対策に関する要件 

ア 受託者は、個人情報取扱者を指名し、個人情報の責任体制を本市に書面で報告す

ること。また、指名された者以外の従業員等が、個人情報の取扱いを行うことの

ないようにすること。 

イ 受託者は、セキュリティに関する研修を各要員に対し、業務従事前と年度ごとに 1

回以上実施すること。 

ウ 受託者は、本業務における秘密情報を扱う全ての者（パートタイマー、アルバイ

ト、派遣社員、顧問、社内に常駐する委託先要員等を含む）に対して、就業規則

や契約等を通じて秘密保持義務を課すこと。 

エ 従業員の退職に際しては、退職後の秘密保持義務への合意を求めること。 

オ 秘密情報や個人情報を扱うときの規則や、関連法令による罰則に関して本業務を

行う全従業員に説明すること。 

(5) 技術的なセキュリティ対策に関する要件 

ア 業務で利用するすべてのサーバーに対してアクセス制御の方針を定めておくこと。 

イ 受託者は、業務で利用するすべてのサーバーやネットワーク機器に対して、必要

に応じてイベントログや通信ログの取得及び保存の手順を定めた上で、ログを定

期的にレビューすること。 

ウ 受託者は、タブレット等を使う場合は、IP-VPN 等のセキュリティの高い技術を使

い業務を行うこと。 

エ 受託者が用いる技術について、セキュリティの観点から疑義が生じたと本市が判

断した場合、異なる技術に変更するなど対策を講じ、セキュリティを十分に担保

すること。 

オ 従業員の退職や異動に応じてサーバーのアクセス権限を随時更新し、定期的なレ

ビューを通じてその適切性を検証すること。 

カ 情報をサーバー等に保存したり、グループウェアやファイル受渡サービスなどを

用いたりする場合は、アクセスを許可された人以外が閲覧できないように、適切

なアクセス制御を行うことを定めておき、それに基づき業務実施を行うこと。 

キ パスワードの文字数や複雑さなどを設定する OSの機能等を有効にし、ユーザーが

強固なパスワードを使用するようにすること。 

ク 業務で利用する暗号化機能及び暗号化に関するアプリケーションについて、その

運用方針を明確に定めること。 

ケ 重要な ITシステムに脆弱性がないか、専用ツールを使った技術的な診断を行うこ

と。 

コ ファイアウォールなど、外部ネットワークからの影響を防ぐための対策を講じて

おくこと。 
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サ 業務で利用しているネットワーク機器のパスワードを初期設定のまま使わず、推

測できないパスワードに変更して運用すること。 

シ 最新の脅威や攻撃についての情報収集を行い、必要に応じて社内で共有すること。 

(6) 運用面におけるセキュリティ対策に関する要件 

ア 受託者は、本業務の履行にあたり個人情報の保護に留意し、吹田市情報セキュリ

ティポリシー、吹田市個人情報保護条例、個人情報保護等関連法令の各事項を遵

守し、適切に処理するものとする。また、本業務上知り得た事項を準備期間中、

契約終了後においても第三者に漏洩してはならない。 

イ 受託者は、情報セキュリティに関する基準及び業務に必要な資料等は不要なコピ

ーや複製をしてはならない。コピー等が必要な場合は、本市の了解を得るものと

し、業務終了時にすべて返還し、本市の確認を得るものとする。 

ウ 受託者は「個人情報保護」の各要件に違反したときは、本市より直ちにその事実

及び経過について公表されても一切の異議申し立てをせず、かつ、第三者に損害

を与えたときはその損害に対する一切の責任を負わなければならない。 

エ 本市と受託者との契約関係書類において、個人情報の取り扱いに関する条項を設

け、さらに具体的な遵守事項を「個人情報取扱特記事項」として定めるものとす

る。 

オ 業務終了後、個人情報をすべて速やかに消去又は、返却すること。 

(7) 検査及び調査 

本市は、受託者がこの契約による業務を遂行するために取り扱う個人情報の管理状況に

ついて、随時に検査または調査し、報告を求めることができる。 
 

13  リスク分担 
本業務において、本市又は第三者に損害等が発生した場合の責任及び負担の帰属につい

ては、仕様書に定めがあるものを除き、下表に定めるとおりとする。ただし、大規模な自

然災害又は暴動その他不可抗力等、本市・受託者いずれの責めにも帰さないものにより当

業務の履行に重大な支障が生じた場合は、本市が事実確認のうえ、履行義務を免除するこ

とができる。 

 

項目 内 容 
リスク分担 

本市 受託者 

仕様変更 
本市の指示による仕様の変更 〇   

受託者の都合による仕様の変更   〇 

個人情報の

漏洩等 

本市に帰する事由による個人情報の不正取得、漏洩等 〇   

受託者に帰する事由による個人情報の不正取得、漏洩等   〇 

クレーム 
本委託業務内容へのクレーム   〇 

上記以外のクレーム 〇   

第三者への

賠償 

受託者の従事者の故意又は重過失による賠償   〇 

上記以外の事由による賠償 〇   

労務災害 受託者の従事者の労務災害   〇 
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14  納品成果物・期日 

現時点で想定している本業務の成果物は、次のとおりである。受注者は、契約締結後、

速やかに業務実施計画書を作成し、納品成果物について本市の合意を得ること。 

 

成果物 提出時期 

業務実施に向けた実施計画書 業務開始時 

業務マニュアル 実施期間開始時 

認定調査用タブレット端末操作マニュアル 実施期間開始時 

認定調査に係る研修資料 各年度 

業務実施計画書（年間・月間） 各年度末・各月当初 

セキュリティ対策報告書 各月当初 

 研修及び訓練完了報告書 随時 

 調査結果データ 随時 

 

15  新受託者への事務の引継ぎ 

令和 11 年３月の契約終了に伴う令和 11 年４月以降の新受託者への事務引継ぎを円滑に

行うための「事務引継書」を作成すること。受託者は契約終了日までに介護保険認定調査

等業務を本市が継続して遂行できるよう誠意を持って行うものとする。 

 

16  その他 

(1) 業務運営上の課題などについて、必要に応じて本市と協議及び報告を行える体制を整

えること。 

(2) 受託者は、個人情報の取扱いについて疑義が生じたときは、受託者と協議し、その指

示に従わなければならない。 

(3) 関連法案等を遵守し、その他適用及び運用は、受託者の責任において、的確に行うこ

と。 

 
以上 

 


